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1．はじめに

　ビジネスの手法で地域課題の解決と収益性確
保を両立する「ローカル・ゼブラ企業」への社会
的期待が高まっている。一方で、その概念は新
しく、どのような特徴や課題を有し、全国や地
域にどの程度存在するのかといった実態把握は
いまだ途上にある。本調査は、東北圏における
ローカル・ゼブラ企業（候補含む）や支援機関、
一般企業を対象とした多面的な調査を通じてそ
の実態を明らかにし、ローカル・ゼブラ企業の
創出・育成に向けた実践的な示唆を得ることを
目的としている。
　本稿は、本調査の中間報告として位置付ける
ものである。前半では、第1段階である「デス
ク調査」に基づき、ローカル・ゼブラ企業をめぐ
る動向を整理するとともに、アンケート調査の
対象企業を分類するために設定したローカル・
ゼブラ企業の仮説的定義を整理する。後半では、
これらの整理を踏まえて設計し、現在実施中で
ある「アンケート調査」および「ヒアリング調
査」の全体像と今後の分析方針を提示する。

2．調査概要

2-1．背景
　少子高齢化や人口減少が進行する中、地域社
会を支えてきた行政サービスや地域運営のシス

テムは転換期を迎えている。税収減少等により
自治体の財政状況も厳しく、従来のように行政
主導・公的支出に依存した形で地域の基盤的
サービス（交通、医療・福祉等）の提供や社会課
題への対応（公助）は困難になりつつある。そ
のような中で、公助に依存せず、ビジネスの手
法を用いて社会課題の解決に取り組む主体とし
て「ローカル・ゼブラ企業」が強い注目を集めて
いる。元来、こうした社会課題解決の担い手は、
収益性確保の困難さなどから非営利組織が担う
ことが多かったが、ローカル・ゼブラ企業は社
会課題解決と収益性確保を同時に追求し、経済
的な自立も目指す点に特徴がある。また、地域
に根ざした企業が、事業活動を通じて地域課題
の解決に主体的に関わることができる点にも大
きな意義を有する。
　政策的な機運も高まっている。2024年3月、
中小企業庁は「地域課題解決事業推進に向けた
基本指針」を策定し、その中で初めて「ローカ
ル・ゼブラ企業」の概念を提唱するとともに、そ
の創出・育成に向けた方針を定めた。以降も、「経
済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）」

（2024年6月、2025年6月、2026年7月）や「新
しい資本主義のグランドデザイン及び実行計
画」（2025年6月）、さらには「地方創生2.0基
本構想」（2025年6月）などにおいて、ローカル・
ゼブラ企業の創出に向けた政策推進方針が継続
的に明記されており、国を挙げた支援環境の整
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備が進んでいる（動向の詳細については3章に
て整理する）。
　しかしながら、ローカル・ゼブラ企業は2024
年に提唱された比較的新しい概念であり、その
実態解明は途上段階にある。これまでの取り組
みの中心は中小企業庁による創出・育成事業で
あるが、その多くはローカル・ゼブラ的な事業
に取り組む既存企業の発展や支援に注力したも
のであり、全国あるいは地域におけるローカル・
ゼブラ企業の全体像に関する網羅的・定量的な
把握は十分に行われてこなかった。
　また、現在の政策フェーズは、全国一律的に
概念や創出に向けた方策を整理する段階から、
それらを各地域に即した具体的な制度に落とし
込む段階へと進展している。
　今後の政策や実践の基盤を確かなものにして
いくためには、より広範で客観的な実態把握を
進め、地域に根ざした実践的な創出・育成の方
策を探ることが必要といえよう。

2-2．目的
　本調査は、東北圏におけるローカル・ゼブラ
企業の実態や課題を把握し、その創出・育成に
向けた実践的な示唆を得ることを目的とする。
具体的には、アンケート調査で東北圏のローカ
ル・ゼブラ企業やそれを取り巻く支援機関およ
び一般企業の特徴を包括的に把握する。また、
ヒアリング調査をあわせて行うことで定量分析
では把握しきれない実態を深掘りし、最終的に
は東北圏に即した実践的な方策を提言すること
を目指す。

2-3．調査フレーム
　上記の調査背景および目的のもと、本調査は
以下3段階の調査フレームで実施する。

①デスク調査
　ローカル・ゼブラ企業をめぐる社会・政策的
動向の整理、および先行調査のレビューを行う。
また、これらの整理を踏まえ、アンケート対象
企業を分類するための仮説的定義を構築する。
既存調査は個社の事例調査等が中心で、定量
データで公表されているものは限られている。
これは、ローカル・ゼブラ企業を区分けする基準
が明確でなく、アンケート調査等を実施するに
あたって対象の特定が困難であるためだと推察
される。よって、本調査では先立って定義を設
定し、これを用いて調査対象を分類することに
より、東北圏におけるローカル・ゼブラ企業の実
態や特徴を定量的に把握することを試みる。
②アンケート調査
　東北圏に本社を置く企業3,500社を対象とし
たアンケート調査を実施する。アンケートでは
設問の分岐構造等を用い、回答企業を「ローカ
ル・ゼブラ企業」「ローカル・ゼブラ候補企業」

「支援機関」「一般企業」の4類型に分類する。
その上で各々の立場から、重視する地域課題の
分野や、事業における課題と必要とする支援な
どを定量的に把握する。
③ヒアリング調査
　アンケート調査において特徴的な回答が見ら
れた企業を中心に、10件程度のヒアリング調
査を実施する。アンケートの定量データだけで
は見えにくい、多様な主体との連携メカニズム
などを深掘りする。

　本稿では、まず第1段階として実施したデスク
調査の結果を整理するとともに、今後実施する
予定であるアンケート調査およびヒアリング調
査の全体像と今後の分析方針について概説する。
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3．デスク調査結果の整理

3-1．動向整理
　ローカル・ゼブラ企業（およびその源流とな
るゼブラ企業）をめぐる、これまでの国内外の
主要な社会的・政策的動向を整理したのが図表
1である。
　2017年に米国で「ゼブラ企業」という概念が
提唱された。短期間で指数関数的な急成長や市
場独占、株主利益の最大化を追求する「ユニ
コーン企業」へのアンチテーゼとして生まれた
ものである。シマウマのごとく群れを形成（多
様な主体と連携）しながら、白と黒のように相
反しがちな「社会課題の解決」と「持続可能な成
長・収益性」という二面性を統合し、その両立を
目指す企業を指す。日本国内においても支援組
織の発足などムーブメントが具体化し、2023
年6月の「新しい資本主義のグランドデザイン
及び実行計画」において初めて政策としてゼブ
ラ企業の育成が記載された。
　その後、2024年3月に中小企業庁が策定した

「地域課題解決事業推進に向けた基本指針」にお
いて、初めて「ローカル・ゼブラ企業」の概念が
提唱された。ローカル・ゼブラ企業は、ゼブラ
企業の中でも特に地域資本（自然、文化など）を
活用した事業を行い、最終的に地域への資本還
流（地域経済循環）を目指す点に特徴がある。指
針策定以降、政策的な機運は急速に高まり、近
年では金融庁が「地域金融力強化プラン」（2025
年12月）を公表し、地域金融機関によるローカ
ル・ゼブラ企業等へのインパクト投資の推進が
明記されるなど、省庁の垣根を越えた国を挙げ
ての支援環境整備へと波及している。
　こうした取り組みを中心的に推進しているの
が中小企業庁である。同庁の政策は近年、明確

なフェーズの進展を見せている（図表2）。
　2023年度に基本指針を策定してローカル・
ゼブラ企業の概念や創出に向けた方向性を整理
したことを皮切りに、2024年度には全国20の
地域で「個社」に主眼を置いた実証を実施し、
ローカル・ゼブラ事業のパターン化やエコシス
テム形成のポイント整理を進めた。続く2025
年度には実証の主眼を「エコシステム単位」へ
と移し、複数の企業や関係機関を束ねてエコシ
ステムのハブとなる「地域事業づくり会社」の
在り方や、エコシステムの横展開について実証
を進めた。2026年度は実証段階を終えて仕組
みづくりの段階へと移行しており、実証事業の
知見を活用しながら、金融庁とも連携して地域
における投融資戦略や資金循環についてのガイ
ダンス策定が進められる予定である。
　このように、現在の政策フェーズは、全国一
律の概念や方向性を整理する段階から、それら
を各地域にどう根付かせ、持続可能な資金循環・
支援環境へと落とし込むかを検討する段階へと
進展している。
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3-2．先行調査のレビュー
　先行調査や各種関連資料のレビューを通じ、
ローカル・ゼブラ企業が事業を継続・成長させ
る上で直面している課題について、主として「カ
ネ（資金調達）」「ヒト（人材・組織）」「連携（エ
コシステムの形成）」「社会的インパクトの管理」
の4つに集約されることが分かった（図表3）。
　まず資金調達面での課題については、投融資
判断において収益性や返済能力が重視される
中、社会的価値の創出を重視するローカル・ゼ
ブラ企業の事業特性が十分に評価されにくく、

必要な資金調達につながりにくいことが指摘さ
れている。また、資金提供者との対話や交渉に
必要な知見が不足し、補助金・助成金への依存
につながりやすいことも課題として挙げられて
いる。
　次に人材や組織面での課題については、社会
課題解決型の事業は収益性の確保が難しい場合
が多く、人材の確保・育成が課題となりやすい
ことが指摘されている。特に、事業成長に伴っ
て必要となる管理職や専門人材の不足、代表者
個人の能力やネットワークへの依存が課題とし

図表1　ローカル・ゼブラ企業をめぐる主要な動向

出典）東北活性化研究センター作成

図表2　中小企業庁によるローカル・ゼブラ政策の進展

出典）東北活性化研究センター作成
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て挙げられている。
　さらに連携（エコシステム形成）における課
題については、地域内外の多様な主体との協働
が事業展開に不可欠である一方、連携の構築が
代表者個人の人的ネットワークや調整力に依存
するケースも多く、持続的・面的なエコシステ
ム形成に課題があるとされている。
　また、社会的インパクトの管理における課題
については、企業が生み出している社会的価値
を定量的に可視化・発信する仕組みやノウハウ
が十分に普及しておらず、資金提供者等が求め
る評価軸との間にギャップが存在することが指
摘されている。
　このように、先行調査では、ローカル・ゼブ
ラ企業を取り巻く課題について一定の知見が蓄
積されつつある。一方で、それらの多くは個別
事例分析や実証事業によるものであり、地域全
体を対象としてローカル・ゼブラ企業、支援機
関およびそれらの潜在予備軍となる企業を横断
的に比較分析した調査は少ない。
　そこで本調査では、先述の4つの課題を踏ま
えながら、東北圏におけるローカル・ゼブラ企
業等の実態をアンケート調査およびヒアリング
調査により把握し、企業類型ごとの特徴や課題、
必要な支援の違いなどを明らかにすることを目
指す。

3-3．本調査における仮説的定義の検討
　ローカル・ゼブラ企業の概念は比較的新しく、
その定義はいまだ整理の余地がある。これまで
国や関係機関等において、それぞれの視点に応
じて図表4のような定義づけや要件の整理が行
われてきた。
　統一的な定義は存在しないものの、本調査で
アンケートを実施するにあたり、対象企業が
ローカル・ゼブラ企業であるかを事前に特定・
分類する必要がある。そこで本調査では、上記
の先行定義に共通する要素を抽出し、「社会的
価値志向性」「価値共創性」「地域資本循環型の
持続的経営」の3つの要素を兼ね備える企業を

「ローカル・ゼブラ企業」とする仮説的定義を設
定した（図表5）。
　なお、これらは実査を進めるための前提とな
る仮説的な定義である。今後の調査を通じて得
られた実態を踏まえて内容を精査し、今後本調
査としての最終的な定義を取りまとめる方針で
ある。
　また、ローカル・ゼブラ企業という概念を理
解する上では、必ずしも新たに生まれた特殊な
企業類型を意味するものではない点に留意する
必要がある。
　日本には古くから地域に根ざし、社会貢献と
事業の持続可能性を両立してきた優良企業が多
く存在している。ローカル・ゼブラ企業という
概念は、人口減少や地域課題の深刻化という現
在の社会環境の中で、こうした以前から地域に
存在してきた企業の価値を改めて捉え直し、ス
ポットライトを当てる「ものさし」であると考
えられる。
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図表3　ローカル・ゼブラ企業が直面する課題

出典）東北活性化研究センター作成

図表4　ローカル・ゼブラ企業の様々な定義

出典1）中小企業庁「地域課題解決事業推進に向けた基本指針」（2024年3月）
出典2）�PwCコンサルティング合同会社「令和6年度 地域の社会課題解決企業支援のためのエコシステム構築実証事業（地域

実証支援を通じたエコシステム調査事業）事業成果報告書」（2025年3月）
出典3）スパークル株式会社「東北スタートアップ・ローカルゼブラ地図2025」
出典4）�EY ストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社「ゼブラ企業創出・育成のためのエコシステム定着に向けた支援・

分析（インパクト評価を用いた連携・支援実証調査）成果報告書」（2026年3月）
出典5）�いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社「令和7年度 地域課題解決を担うローカル・ゼブラ企業及び中間支援組

織等の知的資産活用と社会的インパクト評価普及に係る意識調査事業報告書」（2026年3月）
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4．アンケート調査の概要と今後の方針

4-1　アンケート調査の概要
　アンケートの実施概要は図表6の通りであ
る。本調査では、東北圏におけるローカル・ゼ
ブラ企業の実態を把握するため、東北圏（東北
6県および新潟県）に本社を置く企業3,500社
を対象としてアンケート調査を実施した。
　調査対象については、ローカル・ゼブラ企業
を持続的に創出・育成していくには、地域のエ
コシステム構築が不可欠であるとの観点から、

「ローカル・ゼブラ企業」だけでなく、資金の出
し手や伴走支援者となる「支援機関」や、将来の
担い手および支援の主体となり得る「一般企
業」も対象に含め、多面的な視点から実態を把
握する設計とした。
　対象企業の抽出にあたっては、事前に絶対数
が掴めないローカル・ゼブラ企業や支援機関か
らの回答を確実に確保するべく、公開情報等か
ら本調査で設定した仮説的定義（図表5）との関
連性があると判断した1,670社を作為抽出し、
残りを東北圏全体の企業構成を踏まえ、業種の
バランスを考慮して無作為抽出した。
　調査内容については、デスク調査で明らかに

なった「社会的インパクト・マネジメントの未
成熟」や「支援機関側との評価軸のギャップ」と
いった共通課題に関連する事項を中心に把握す
る設計とした。なお、アンケートにおいては共
通設問と設問の分岐構造を用い、回答企業を

「ローカル・ゼブラ企業」および「ローカル・ゼ
ブラ候補企業」、「支援機関」、「一般企業」に分
類した上で、それぞれの立場に応じた実態を把
握する構造としている。この構造により、企業
類型ごとの課題や必要な支援策の違いを分析す
ることを可能とする。

図表5　本調査における仮説的定義

出典）東北活性化研究センター作成
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4-2　今後の分析方針
　執筆時点（2026年8月）において、本アンケー
トは基本集計が完了した段階であり、本格的な
集計・分析はこれからである。今後の方針とし
ては、単純集計に加え、「同一類型内でのクロス

集計」や「類型間での比較分析」を実施し、より
実践的な示唆を導出する予定である（図表7）。

図表7　アンケート調査の分析方針（例）

注）類型①＝ローカル・ゼブラ企業および候補企業、類型②＝支援機関、類型③＝一般企業
出典）東北活性化研究センター作成

図表6　アンケート調査の概要

注1）公開情報から社会課題解決に積極的に取り組んでいると判断した企業。関連プログラム採択企業など
注2）東北圏の地方銀行、信用金庫、信用組合（全数）
出典）東北活性化研究センター作成

04_調査ノート 渡邊大智氏1C_四[16-25].indd   2304_調査ノート 渡邊大智氏1C_四[16-25].indd   23 2026/10/16   13:52:382026/10/16   13:52:38



東北活性研　Vol. 65（2026 秋季号）24

5．ヒアリング調査の概要

　アンケート調査による定量的な実態把握に加
え、定量データだけでは捉えにくい実態や背景
を深掘りするため、ヒアリング調査を実施する。
　アンケート調査による定量的な把握だけで
は、企業がどのような経緯で地域課題解決に取
り組むようになったのか、どのような主体との
連携によって事業を発展させてきたのか、また
は持続的な成長に向けてどのような課題を抱え
ているのかといった背景までは十分に把握する
ことが難しい。
　そこでヒアリング調査では、アンケート調査
結果を踏まえ、特徴的な取り組みを行う企業を
中心に、「ローカル・ゼブラ企業」「ローカル・
ゼブラ候補企業」「支援機関」「一般企業」の4類

型から合計10件程度を選定する予定だ。
　各類型におけるヒアリング内容（案）は図表8
の通りである。例えば、支援の実態に関して需
要と供給のミスマッチを特定する。また、すで
に実績を持つローカル・ゼブラ企業が壁を乗り
越えるために活用してきた支援策や、潜在的な
予備軍が次の一歩を踏み出すために必要とする
支援ニーズを掘り下げる。さらに、これを支援
機関側が実際に提供している支援内容や体制上
の制約と照らし合わせることで、地域内で不足
している支援領域を浮き彫りにする。
　これらの調査を通じて、アンケートでは把握
しきれない持続的な事業展開を可能にする条件
等を明らかにし、定量分析と定性分析を組み合
わせた総合的な分析につなげたい。

図表8　ヒアリング調査の概要

注）�原則として、アンケート回答企業の中から選定する。ただし、独自性が高い取り組みが確認された場合には、回答企業以外
を対象とすることも検討する

出典）東北活性化研究センター作成

特徴特徴
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6．おわりに

　ビジネスの手法を用いて社会課題を解決する
ローカル・ゼブラ企業は、これからの地域経済
や地域社会を持続的に支える上で極めて重要な
担い手である。
　特に、人口減少や高齢化が著しく進行する課
題先進地域である東北圏においては、公助に依
存しない新たな担い手としてローカル・ゼブラ
企業が創出・育成される意義は大きい。また、
東北圏には豊かな地域資本を活かした多様な主
体による共創が生まれる非常に大きなポテン
シャルがあると考えられる。
　しかし、東北圏において実際にどの程度の
ローカル・ゼブラ企業が活動しているのか、ま
たそれらが生まれ、持続的に発展していくため
の土壌（実効的な支援環境や連携体制）が地域
内で十分に構築されているのかについては、い
まだ解明されていない点が多い。そのため、ロー
カル・ゼブラ企業、支援機関、一般企業の実態
を包括的に解き明かす本調査は、東北圏におけ
るローカル・ゼブラ企業の創出・育成に向けて
重要な示唆を与えるものになると考えられる。
　本調査では今後、アンケート調査およびヒア
リング調査の多角的な分析を通じ、東北圏なら
ではのローカル・ゼブラ企業の創出・育成に向
けた具体的な支援の在り方や、持続可能な地域
エコシステム構築に向けた実践的な方策を提言
し、今年度末の最終報告書にて公表する予定で
ある。
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